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横浜市の浸水対策について
― 浸水リスクに備えたハード対策・ソフト対策 ―

横浜市環境創造局下水道計画調整部下水道事業マネジメント課長 石　井　智　博

１.はじめに

近年、地球温暖化などに伴う気候変動
により全国的に気温の上昇が顕著にみら
れ、気温の上昇に伴って、雨の降り方も
変化してきているものと考えられるが、
局地的な集中豪雨が多く観測され、下水
道の整備水準を上回る降雨によって浸水
被害が発生している。
横浜市内では、令和元年９月に１時間

あたり 100㎜の降雨を観測し、今後、こ
れまでに経験のない大雨の発生により、
未曽有の被害発生のおそれもあり、浸水
対策の重要度はますます高まっていると
考える。
下水道の整備水準を上回る降雨に対し

ては、ハード面の浸水対策に加えて、ソ
フト面の対策を効果的に組み合わせ、総
合的に治水安全度を向上させることが重
要である。本稿では横浜市におけるハー
ド面の浸水対策および、ソフト面の浸水
対策の取り組みについて紹介する。

２.ハード面の浸水対策の考
え方

横浜市の雨水排除計画の目標整備水準
は全市域において 10 年に一度程度の降
雨に対応した雨水整備（約 60㎜ /h）と
しているが、当面、自然流下による排水
が可能な「自然排水区域」は５年に一

度程度の降雨に対応した雨水整備（約
50㎜ /h）、それ以外のポンプによる排水
が必要な「ポンプ排水区域」を 10 年に
一度程度の降雨に対応した雨水整備（約
60㎜ /h）としている（図－１）。
また、首都圏有数のターミナル駅であ

り、市内で最も大きな地下街を有する横
浜駅周辺では、30年に一度程度の降雨（約
74㎜ /h）に対応した雨水整備に整備水
準を引き上げて、施設整備を行うととも
に、民間事業者による雨水貯留施設等の
整備を促進し、50 年に一度程度の降雨
（約 82㎜ /h）に対応した雨水整備を目指
している。
横浜市では昭和 50 年頃から、本格的

に雨水幹線整備等の浸水対策を進めてお
り、都市の強靭化を図ってきている。代
表的な事例として、市内最大の雨水貯留
幹線である「新羽末広幹線」について紹
介する。

３.ハード対策事例（新羽末
広幹線）

横浜市内を流れる１級河川である鶴見
川の流域では、昭和 40 年代以降、急激
な都市化に伴い、人口、資産が集積され
る反面、雨水を溜める、あるいは浸透さ
せるといった役割を担っていた田畑や森
林などが少なくなっていた。そのため降
雨時に雨水が一度に流出するようになり、

鶴見川の中・下流部に広がる低地区（ポ
ンプによる排水が必要な区域）では浸水
に対する危険度が増大していた。このた
め、河川事業者、下水道事業者が一体と
なって、流域の治水安全度を向上させる
総合治水対策を実施することとした。
下水における対策として、鶴見川に排

水するポンプ場を多数設置し、１時間あ
たり 50㎜の降雨に対応していたが、大
雨時、鶴見川が氾濫の危険を生じそうな
時には、鶴見川へ排水しているポンプを
停止する事態も考えられたことから、ポ
ンプ場に集まる雨水を一時的に貯留させ
ることにより、浸水被害を低減すること
とした。
低地区における浸水時の被害の大きさ

を考え、１時間あたり 50㎜を超える場
合も雨水を貯留することにより、１時間
あたり 60㎜程度の降雨に対応すべく、
新羽末広幹線の貯留幹線整備に着手した。
平成 15 年度の支線の完成をもって一部
供用、平成 23 年度には本線の完成、平
成 25 年度末には全ての支線も完成し、
約 20 年の歳月をかけ、全線供用開始と
なった。
本市最大の雨水貯留管となった新羽末

広幹線は、排水面積が約 4,500ha、貯留
容量が約 41 万㎥、管径が最大 8.5 ｍ、
支線を含めた総延長約 20㎞を保有して
いる。

図－１　横浜市下水道事業における目標整備水準とする降雨 写真－１　新羽末広幹線内部
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こうして新羽末広幹線を整備したこと
により、浸水被害が大幅に減少すること
となった。類似の台風である前述した昭
和 41 年の台風４号と平成 26 年の台風
18号を比較すると、総降雨量が 306.7㎜
と 322.9㎜で増加しているのに対し、浸
水戸数は 11,840 戸が６戸まで大幅に減
少している。またその際には一時、約
380,000㎥の雨水を坑内に貯留し、総流
入量は約 450,000㎥を観測している。
このように浸水被害が大幅に減少したの
は、昭和 51年に総合治水対策に着手し、

平成 23 年度末に新羽末広幹線が供用開
始したためと考えられる。また、直近で
は、日本全国で甚大な被害をもたらした、
令和元年９月の台風 15号および 10月の
台風 19号でも機能を発揮した（表－１）。

４.地域特性に応じて整備優
先度を設定する新たな浸
水対策の検討

近年は目標整備水準の降雨に対する浸
水被害を解消することを目的として、過
去に浸水が発生した地区を優先的に整備

してきたが、超過降雨に対応することが
求められる中、整備水準を引き上げるこ
とは、将来に渡って、これまで以上のコ
ストが必要となることが考えられる。
一方で、着実な施設整備によって都市

の治水安全度を向上させ、強靭化を図る
ことも下水道事業者としての重要な役割
であると考える。
そこで、横浜市では、浸水のリスクに

対して、何を重視し、どのようなものを
被害から守るのかといった視点から、効
率的な浸水対策について検討した。都市
の浸水対策の主な目的としては「生命の
保護」「都市機能の確保」「個人や企業の
財産の保護」が挙げられる。例えば、河
川沿いなどの地盤の低い地域や、地下街
やターミナル駅、商業施設等が集積した
地域、病院や要介護施設など、浸水によ
る甚大な被害が発生するおそれがある地
域を「浸水リスク」として評価をするこ
とで、優先度をつけた雨水整備が可能と
なり、効率的な整備推進が図れることに
なる（図－２）。

図－２　優先順位の設定イメージ

表－１　令和元年９月の台風15号および10月の台風19号における貯留状況
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(１)検証に用いた各種設定
①超過降雨の設定
超過降雨として考えられる降雨は、近

年本市で最も大きな浸水被害が発生した
実績降雨である「既往最大降雨」、横浜
駅周辺における整備目標水準である 30
年確率および 50 年確率降雨、水防法等
で指定された想定最大規模降雨などが挙
げられる。検証に用いる降雨波形によっ
ても結果が異なることや、大きな雨を設
定した場合は検証母数が増大することか
ら、この計画では、近年大きな浸水被害
が発生した実績のある「既往最大降雨」
を採用している。
②目標浸水深
超過降雨に対応するためにハード対策

として整備水準を上げる場合、これまで
以上のコストや時間が必要となることが
考えられる。前述のとおり、超過降雨に
対しては「浸水被害の軽減」を目標とし
ている。浸水被害の軽減を表す目標浸水
深を新たに設定する必要があり、この計
画では、一定の浸水リスクとして「床上・
床下浸水防止」を目標とすることとし、
目標浸水深を GL.+0.2 ｍ以下に設定した。

(２)検証項目
検証項目は以下の通りである。
①既存ストック評価：シミュレーショ
ンによる既存排水施設の能力評価

②対象地区の選定：GISを活用した検
証地区の選定

③評価指標の検討：代表的な指標の抽
出、AHP手法による重み付けの設定

④整備優先度の設定：施設数による正
規分布を用いた点数化

⑤評価結果のとりまとめ：点数の集計
と地区ごとの評価

(３)取り組み結果
以上の成果を用いて、横浜市としての

浸水対策の総合的な基本方針・基本計画・
段階的整備方針（短期、中期、長期）に
ついて整理した「横浜市雨水管理実行計
画 2018」を作成した。この計画は、国
土交通省が平成 29 年に策定ガイドライ
ンを示した雨水管理総合計画と同等程度
の計画と位置付けており、浸水対策等の
基本的な考え方をはじめ、関連する計画
の体系的な整理、新たな対策手法、長期
的な計画の展望等を記載している。
この計画によって、浸水実績箇所にお

いて浸水被害を再び発生させないような
「再度災害防止」や今後浸水が想定され

る地区において、浸水被害を未然に防ぐ
「事前防災・減災」、また事業を効率的・
効果的に進めるために「選択と集中」の
視点を踏まえた一層の整備が可能となる
ことを想定している。

５.ソフト面の浸水対策につ
いて

ソフト面の浸水対策としては、「内水
ハザードマップ」の活用が挙げられる。
横浜市では大雨時に下水道や水路に起因
した浸水が想定される区域や浸水深など
の情報をまとめた内水ハザードマップを
平成 26、27 年に公表している。内水ハ
ザードマップは、横浜市内で近年、最も
大きな被害をもたらした平成 16 年の台
風 22号での１時間あたり 76.5㎜の実績
降雨を用い、下水管や地表面等の各種情
報を統合した解析モデルによるシミュ
レーションによって作成している。
現在、この内水ハザードマップと、大

雨時に河川氾濫を起因とした浸水が想定
される区域を示した「洪水ハザードマッ
プ」の２つをまとめて印刷し、「浸水（内

水・洪水）ハザードマップ」（図－３）
として各区役所や市役所にて配布を行っ
ているほか、ホームページでも閲覧でき
るようにしている。さらに、このマップ
をより多くの市民の皆様に知ってもらい、
有効に活用して頂けるよう、地域の防災
イベントなどにおいて説明会を開催する
など、普及啓発活動を継続的に実施して
いる。
また、横浜駅周辺においては、水位周

知下水道の導入検討を進めている。平成
27 年の水防法改正により、内水浸水に
関わる下水道の水位情報の通知・周知制
度（水防法第 13条の２）が創設された。
これは、地下街周辺等の公共下水道を「水
位周知下水道」として指定し、水位や雨
量情報等から溢水の危険がある旨の情報
を発信し、水防活動等に活用することで
被害の最小化・回避を図るものである（図
－４）。
横浜駅周辺には、延床面積約８万㎡の

地下街のほか、連結する地下駐車場、駅
地下通路、商業ビル等、多くの地下施設
が存在している。現在、水位計測機器を

図－３　浸水（内水・洪水）ハザードマップ

図－４　水位周知下水道イメージ図
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４箇所の下水道マンホールの中に設置し、
実際の降雨時の水位データを蓄積しなが
ら、水位の挙動解析を行うとともに、計
測機器の精度・特性、設置箇所の妥当性
などを検討している。併せて、防災部局
や地下街管理者への周知方法や役割分担、
水位周知河川との関係などについて協議
調整等を進めるなど、早期に供用できる
ように取り組んでいる。

６.グリーンインフラの活用

下水道施設の整備水準を超えるような
雨に対する緩和策として、グリーンイン
フラを活用した雨水をゆっくり流す浸水
対策、いわゆる流出抑制対策も進めてお
り、２つの公園で実施した事例を紹介す
る。
一例目は、平成 29 年にリニューアル

工事が完成した横浜美術館の前にあるグ
ランモール公園の事例である（図－５）。
グランモール公園では、公園の再整備に
併せてグリーンインフラを活用し、雨水
流出抑制を可能とした。
グランモール公園は、公園下部に雨水

貯留浸透基盤材を導入した。雨水貯留浸
透基盤材とは、単粒度コンクリート再生
砕石に腐植（土壌を暗色に色づけている
有機化合物群の総称）をコーティングし
たもので、一般的な単粒度砕石が 30 ～
35％に対して空隙が 41％と大きく、か
つ目詰まり抑制機能も高いという特長を
有している。
使用した雨水貯留浸透基盤材は、骨材

である再生砕石の表面に保水性がある。
また、一般的な歩道などで使用してい

る骨材では、植樹桝内で行き場を失った
根が表面仕上げ材の下の砂層などに伸び、
地表面を持ち上げる根上がりが生じるこ
とがあるが、雨水貯留浸透基盤材を設け
ると、根が貯留砕石の腐植コーティング

の保水を求め伸長し、空隙が伸長を助長
するため、深く広く伸長するため根上が
りが防止される。
このように雨水貯留浸透基盤材は、雨

水の貯留浸透の促進、流出量の抑制等に
よる都市型集中豪雨の被害の抑制の効果
を期待できる。
二例目としては横浜市中区にある、柏

葉公園の事例である（図－６）。
周辺で浸水被害が発生していたこの公

園では、雨水管を通じて雨水を公園内に
引き込む、オフサイト貯留の対策を行っ
た。また、高地からの落水対策にもグリー
ンインフラを活用することにより、公園
が本来持っている土地の保水・浸透機能
をさらに高め、公園内に降った雨を植樹
帯に浸透させることで公園からの雨水流
出を防ぐことが可能となった。
そこへ降った雨だけではなく、オフサ

イトのグリーンインフラの活用は、本市
では柏葉公園が初めての事例である。
具体的な対策としては、公園内のコン

クリート舗装の園路やダスト舗装となっ
ていたグラウンド入口を透水性コンク
リート舗装に入れ替え、雨水浸透貯留施
設を設置した。雨水浸透貯留施設は、設
置後の植栽の根の生育を考慮し、通常の
単粒度砕石ではなく、腐植をコーティン
グしたものを採用した。また、超過降雨
時の溢水を防ぐために設置する浸透トレ
ンチ管については、土砂の堆積・目詰ま
りの解消・植物の根の侵入を防止できる
ものを採用した。また、公園管理者（土
木事務所）と連携し、老朽化した樹木の
伐採・抜根を併せて行い、伐採箇所にお
ける新木の植栽については、開花時期を
ずらすなど、落枝に対する管理が容易に
なるように計画的な更新を行っていく。
グリーンインフラの活用については、

これら２例だけではなく、アメリカやフ

ランスなど、海外における先進事例など
も参考としながら今後、本格的に横浜市
内で展開していけるよう検討を進めてい
く。

７.おわりに

令和元年９、10 月に発生した大雨や
台風を機に、多くのメディアで、ソフト
対策として取り組んでいる内水ハザード
マップについて取り上げられたが、市民
の皆様には有効に活用して頂けるよう、
より一層の普及活動に努め、自助・共助
の促進支援に取り組んでいきたいと考え
ている。
また、計画的な浸水対策を着実に推進

するべく、実際に浸水被害のあった地域
への対策を優先的に進めるとともに、都
市機能が集積する地区など、浸水により
甚大な被害が発生するおそれのある地区
に対し、浸水予測等の情報を活用した事
業を展開していく。
近年の大雨に対しては、行政だけの「公

助」だけでなく市民の皆様が担う「自助」、
「共助」も必要であると考えている。また、
浸水被害の軽減に向けては市民の皆様と
横浜市だけでなく、国や他都市と連携し
て取り組んでいく必要があると考えてい
るので、引き続き、ご協力をお願いした
い。

図－６　柏葉公園整備
図－５　グランモール公園


